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スコープ 1温室効果ガス排出及びスコープ 2温室効果ガス排出の測定に 
温対法における SHK制度を用いる場合の 
スコープ 3温室効果ガス排出の測定 
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目 的 

1. 本文書は、SSBJ基準における「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」といい
ます。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」といいま
す。）に基づく温室効果ガス排出の測定の取扱いを理解するにあたり参考となる情報を提供する
ことを目的としています。 

 

キーワード 
温対法における SHK制度により測定した温室効果ガス排出 

 
何が求められているのか 

2. SSBJ基準では、温室効果ガス排出の測定方法が定められています。 

産業横断的指標等に関連して、次の事項を開示しなければならない。（気候基準第 46項(1)） 

(1) 温室効果ガス排出（第 47項から第 76項参照） 

 

第 46項(1)に関連して、温室効果ガス排出は、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告
基準（2004 年）」（以下「『GHG プロトコル（2004 年）』」という。）に従って測定しなけれ
ばならない。 
ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異なる
方法を用いることを企業の全部又は一部に対して要求している場合、企業のその部分について、
当該方法を用いることができる。（気候基準第 49項） 

 
温対法における SHK制度に基づく温室効果ガス排出の測定 

3. 温対法における SHK 制度に基づく温室効果ガス排出の測定は、気候基準第 49 項ただし書き
における「法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定するうえで異な
る方法を用いることを要求している場合」に該当すると考えられます（気候基準 BC125項）。 
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 原則 容認 
スコープ 1  

温対法における SHK制度 
スコープ 2 GHG プロトコル 
スコープ 3   

 
スコープ 3温室効果ガス排出の測定 

4. 本文書第 2 項に記載のとおり、気候基準第 49 項本文では、温室効果ガス排出は「GHG プロ
トコル（2004 年）」に従って測定することが求められていますが、これは、SSBJ 基準の定めに反
しない範囲においてのみ、「GHG プロトコル（2004 年）」における定めを適用しなければならな
いことを意図しています。また、SSBJ 基準では、「GHG プロトコル（2004 年）」では要求されて
いないものであっても、開示しなければならないとしている事項があります。例えば、スコープ 3 温室
効果ガス排出の開示は、「GHG プロトコル（2004 年）」では要求されていませんが、SSBJ 基
準では要求されています（気候基準 BC123項）。 

5. また、本文書第 2 項に記載のとおり、気候基準第 49 項ただし書きでは、企業の全部又は一部
に対して「GHG プロトコル（2004年）」とは異なる方法を用いることが法域の当局等から要求さ
れる場合に、その部分について当該異なる方法を用いて温室効果ガス排出を測定することを容
認していますが、状況によっては、企業の特定の部分に関する温室効果ガス排出、又は企業の
温室効果ガス排出の一部（例えば、スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガ
ス排出のみ）についての開示が、法域の当局によって要求される場合があると考えられます。この
ような場合であっても、SSBJ基準が要求している、報告企業全体としてのスコープ 1温室効果ガ
ス排出、スコープ 2温室効果ガス排出及びスコープ 3温室効果ガス排出の絶対総量を開示する
ことは免除されません（気候基準 BC128項）。 

6. この点、例えば温対法における SHK制度では、スコープ 3温室効果ガス排出の測定方法につい
ては定められていません。したがって、気候基準第 49 項ただし書きに従い温対法における SHK
制度により温室効果ガス排出を測定する場合でも、スコープ 3温室効果ガス排出の開示は免除
されず、その測定については、原則として「GHG プロトコル（2004 年）」に基づいて実施すること
になります。 

7. この場合、既存の実務において多く参照されていると考えられる、環境省が公表する「サプライチェ
ーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.7）」を参考とすること
が考えられます。 

 
関連する SSBJハンドブック 

 「サプライヤー企業等が温対法における SHK制度に基づき温室効果ガス排出測定をしている場
合の報告企業のスコープ 3温室効果ガス排出の測定」 

  

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/GuideLine_ver.2.7.pdf
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/GuideLine_ver.2.7.pdf


 

3/3 

SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

以 上 


